
山県市地域子育て支援拠点

運営事業者

公募型プロポーザルにおける

申請書様式集

令和８年６月

山県市こども・健康課



（第 1号様式）

質問書

「山県市地域子育て支援拠点運営業務委託事業」について、次のとおり質問しま

す。

※項目欄には質問対象の書類名（実施要領、仕様書等）及びページ数等を記載し

てください

※質問内容は簡潔かつ明瞭に記載してください

※欄が足りない場合、適宜追加してください

【宛先先】

山県市役所 こども・健康課 宛

E-mail:kodomo@city.gifu-yamagata.lg.jp

電子メール表題：プロポーザルに関する質問について（山県市地域子育て支援拠

点運営業務委託事業）

送付日 令和 8年 6月 日 電話番号

事業者名 担当者氏名

№ 項目 質問内容

例
仕様書 p.5

８（１）①人員配置
質問を簡潔かつ明瞭に記入

１

２

３

４

５



（第 2号様式）

令和 8年 月 日

山県市長 様

住 所

法人名称

代表者名 印

参加申込書

下記事業について、プロポーザル方式への参加を申し込みます。

なお、添付書類及び記載事項については、事実と相違ないことを誓約します。

事業名：山県市地域子育て支援拠点運営業務委託事業

【提出書類】詳しくは募集要項を確認し必要な書類を提出してください。

①参加申込書（第２号様式）

②誓約書（第３号様式）

③企画提案書（第４号様式）

④本事業に係る見積書（第５号様式）

⑤収支計画書（④見積書の内訳書）（第６号様式及び第６号様式・別紙）

④本事業の予定構成員一覧（任意様式)

⑤業務実績書（第７号様式）

⑥令和８年度資金計画書（任意様式）

⑦定款、規約又はこれに類する書類（要原本証明）

⑧法人：登記事項証明書、非法人：代表者の身分証明書

⑨直近３年度の財務諸表等財務内容がわかるもの

⑩直近３年度の事業報告書

⑪国税（法人税又は所得税及び消費税）及び地方税の納税証明書

⑫共同体協定書兼委任状（共同体で申請する場合のみ）（第８号様式）

⑬共同体構成団体名簿（共同体で申請する場合のみ）（第９号様式）

⑭共同体結成に係る協定書又はこれに相当する書類（共同体で申請する場合のみ）

⑮その他市長が必要と認める書類

※共同体で申請する場合、⑨～⑬は構成団体であるすべての法人等のものを提出すること。



（第 3号様式）

誓 約 書

令和８年 月 日

山県市長 様

（申請者）住 所

法人名称

代表者氏名 印

私（申請者）は、山県市地域子育て支援拠点運営事業者公募型プロポーザル参加申込書及び添付書類の

全ての記載事項について事実と相違ないこと、及び下記に示す欠格事項に該当しないことを誓約します。

また、私は、参加申込書及び添付書類の記載事項又は下記の欠格事項について疑義が生じた場合は、市

長の指示に従って、欠格事項に関する書類を速やかに市長に提出すること、及び市長が、関係行政庁に対

して調査・照会を行い欠格事項に関する情報収集を行うことに同意します。

記

【欠格事項】

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により、本市における一般

競争入札の参加を制限されているもの

（２）山県市建設工事請負契約に係る入札参加資格停止等措置要領（平成１５年山県市訓令甲第２２

号。同要領第１１条の規定により準用する場合を含む。以下同じ。）の規定により、指名停止措

置を受けている又は同要領に定める指名停止措置要件に該当すると認められるもの

（３）本市又は本市以外の地方公共団体において、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指

定の取消しを受け２年を経過しないもの。ただし、不可抗力による指定の取消しを除く。

（４）国税（法人税又は所得税及び消費税）又は地方税の滞納があるもの（非法人にあっては、当該団

体の代表者が該当する場合を含む。）

（５）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申し立てがなされた又はその

開始決定がなされているもの

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申し立てがなされた又はその

開始決定がなされているもの

（７）破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申し立てがなされた又はその開始決

定がなされているもの

（８）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に掲げ

る暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団若しくはその構成員（構成員でなくなった日か

ら５年以内の者を含む。）と関係を有するもの

（９）市職員等（市長、副市長、教育長、市議会議員、地方自治法第１８０条の５第１項に規定する委

員会の委員若しくは委員又は一般職）が役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役

又はこれらに準ずべき者、支配人及び清算人）に就いているもの



（
第
４
号
様
式
）

令
和

８
年

   
 月

 
 

日
 

 

選
定
基
準

№
項
目

企
画
提
案
内
容

1
管
理
運
営
に
関
す
る
基
本
方
針

2
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
（
法
令
遵
守
）
及
び
管
理
の
基
準
等
に
対
す
る
具
体
的
対
応

3
施
設
の
役
割
の
理
解
と
課
題
の
認
識

4

子
育
て
親
子
の
交
流
の
場
の
提
供
や
交
流
の
促
進
、
子
育
て
等
に
関
す
る
相
談
、
援

助
、
地
域
の
子
育
て
関
連
情
報
の
提
供
、
子
育
て
及
び
子
育
て
支
援
に
関
す
る
講
習
等

の
イ
ベ
ン
ト
の
実
施
に
つ
い
て

5

地
域
全
体
で
、
子
ど
も
の
育
ち
・
親
の
育
ち
を
支
援
す
る
た
め
、
地
域
の
実
情
に
応

じ
、
地
域
に
開
か
れ
た
運
営
を
行
い
、
関
係
機
関
や
子
育
て
支
援
活
動
を
実
施
す
る
団

体
等
と
の
連
携
の
構
築
を
図
る
た
め
の
取
組
み
に
つ
い
て

6
行
政
・
地
元
市
民
等
と
の
連
携
及
び
地
域
と
の
協
働
に
関
す
る
対
応

7
応
募
動
機
に
つ
い
て
（
で
き
る
だ
け
具
体
的
に
）

8
職
員
の
確
保
（
採
用
計
画
や
離
職
対
策
等
）
に
関
す
る
取
り
組
み
に
つ
い
て

9
職
員
の
育
成
（
研
修
等
）
に
関
す
る
取
り
組
み
に
つ
い
て

1
0
職
員
の
急
な
体
調
不
良
な
ど
の
緊
急
時
に
も
対
応
可
能
な
体
制
作
り
に
つ
い
て

1
1
事
故
防
止
や
不
審
者
対
策
、
災
害
に
備
え
た
避
難
訓
練
や
防
災
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成
、

職
員
研
修
等
の
実
施
に
つ
い
て

1
2
過
去
の
類
似
事
業
の
実
績
、
評
価

4
.施
設
の
適
切
な
管
理
に
係
る

経
費
の
縮
減
が
図
ら
れ
る
も
の

で
あ
る
こ
と
。

1
3
業
務
遂
行
の
た
め
の
適
切
な
経
費
の
積
算

企
画
提
案
書

※
記
入
欄
の
大
き
さ
は
、
適
宜
変
更
し
て
使
用
し
て
く
だ
さ
い
。

1
.市
民
の
公
平
な
利
用
を
確
保

で
き
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

2
.施
設
の
効
用
が
最
大
限
発
揮

さ
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

3
.事
業
計
画
書
の
内
容
に
即

し
、
業
務
を
安
定
的
に
行
う
能

力
を
有
す
る
こ
と
。



（第５号様式）

見積書

令和 8年 月 日

山県市長 様

（申請者）住 所

法人名称

代表者氏名 印

「山県市地域子育て支援拠点運営業務委託事業」について、下記のとおり

見積りします。

なお、見積金額の内訳・詳細は別紙（第 5 号様式）のとおりです。

記

見積金額 令和８年度（総額）

￥ 円（消費税等非課税）

（内訳）

地域子育て支援拠点

○基本事業

・一般型（3～5 日型、職員 3 名以上配置の場合）

￥ 円

○加算事業

・地域支援加算

￥ 円

○開設準備経費

・改修費等

￥ 円

・礼金及び賃借料（開設前月分）

￥ 円

※ 契約上限金額を超えないように注意すること。



令
和
８
年
 
 
 
 
月
　
　
日
　
　

（
単
位
：
千
円
）

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

1
月

2
月

3
月

合
計
額

積
算
内
訳
・
積
算
根
拠

そ
の
他

給
料

手
当
・
賞
与

法
定
福
利
費
等

電
気

ガ
ス

水
道

○
○
保
守
業
務
委
託

※
 
内

訳
、
使
途
が
わ
か
る
よ
う
具
体
的
に
記
載
し
、
必
要
な
場
合
は
項
目
を

修
正

、
追

加
し

て
く

だ
さ

い
。

欄
が

足
り

な
い

場
合

等
は

、
適

宜
追

加
等

し
て

く
だ

さ
い

。

※
 
項

目
は
例
示
で
す
の
で
、
必
要
に
応
じ
て
増
減
し
、
作
成
し
て
く
だ
さ
い

。

※
 
拠

点
の
管
理
運
営
に
関
す
る
総
費
用
（
本
社
経
費
・
利
益
等
を
含
む
）
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。

※
 
支

出
の
項
目
中
（
「
人
件
費
」
～
「
そ
の
他
」
）
の
項
目
は
、
施
設
（
現

場
）

に
お

い
て

必
要

な
経

費
を

計
上

し
て

く
だ

さ
い

。

※
 
運

営
管
理
を
行
う
上
で
、
施
設
（
現
場
）
以
外
に
お
い
て
必
要
な
経
費
（

本
社

等
）

に
つ

い
て

は
、

「
一

般
管

理
費

」
の

項
目

に
計

上
し

て
く

だ
さ

い
。

※
「

収
入
計
(
a
)
」
と
「
全
体
事
業
費
(
d
)
」
の
金
額
は
、
一
致
す
る
こ
と
。

　
　

（
第
６
号
様
式
）

山
県
市
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
運
営
事
業
収
支
計
画
書
（
兼
見
積
額
内
訳
書
）

※
運

営
費
に
か
か
る
内
訳
を

記
載
（
開
設
準
備
経
費
は
別
紙
に
記
載
す
る
こ
と

）

項
　
　
　
　
目

委
託
料

利
用
料
金
収
入

自
主
事
業
に
よ
る
収
入

そ
の
他
の
収
入

計
（
ａ
）

人
件
費

賃
金

旅
費

報
償
費

消
耗
品
費

燃
料
費

光
熱
水
費

通
信
運
搬
費

修
繕
費

保
険
料

委
託
料

自
主
事
業
に
よ
る
経
費

そ
の
他

一
般
管
理
費
（
本
社
経
費
等
）

計
（
ｂ
）

収
支

差
額
（
利

益
等
）

（
ｃ
）
（

a-
b）

全
体
事
業
費
（
ｄ
）
（
b
+
c
）

内 訳 内 訳 内 訳 内 訳 内 訳 内 訳

収 　 　 　 　 　 　 　 入 支 　 　 　 　 　 　 　 　 　 出



（
開
設
準
備
経
費
）
＜
契
約
締
結
年
度
の
み
＞

金
　
額

積
算
根
拠
等

開
設
前
賃
借
料
（
開
設
前
月
分
に
限
る
）

礼
金
（
敷
金
等
の
預
か
り
金
を
除
く
）

開
設
前
修
繕
費
（
簡
易
な
改
修
）

備
品
購
入
費

※
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
参
加
申
込
に
際
し
、
開
設
前
修
繕
費
に
係
る
見
積
書
及
び
平
面
図
を
提
出
す
る
こ
と
。

（
第
６
号
様
式
・
別
紙
）

山
県
市
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
【
開
設
準
備
経
費
】
収
支
計
画
書
（
兼
見
積
額
内
訳
書
）

項
　
目

委
託
料

自
己
財
源

そ
の
他
の
収
入

収
入
　
計

支
出
　
計

※
拠

点
部

分
の

み
の

見
積

書
が

望
ま

し
い

が
、

拠
点

部
分

以
外

の
工

事
を

含
み

、
分

割
し

て
見

積
書

作
成

す
る

こ
と

が
難

し
い

場
合

は
、

面
積

按
分

等
合

理
的

な
積

算
根

拠
を

明
記

し
て

、
拠

点
部

分
の

見
積

金
額

を
明

確
に

す
る

こ
と

。
ま

た
、

平
面

図
で

拠
点

部
分

を
明

確
に

示
す

こ
と

。

※
 内

訳
、

使
途

が
わ

か
る

よ
う

具
体

的
に

記
載

し
、

必
要

な
場

合
は

項
目

を
修

正
、

追
加

し
て

く
だ

さ
い

。
欄

が
足

り
な

い
場

合
等

は
、

適
宜

追
加

等
し

て
く

だ
さ

い
。

内 訳

支 出

開
設
準
備

経
費

収 入



（第７号様式）
令和８年 月 日

業務実績書

「山県市地域子育て支援拠点運営業務委託事業」に類する事業の実績

【記載上の注意】

・実績は直近５年までとする

・欄が不足する場合は適宜追加すること

※様式は参考に示したものであり、適宜修正等して記載すること。

業 務 名

発 注 者

契 約 金 額

履 行 期 間

業 務 概 要

特記事項（創意工夫

した点などを記載）

業 務 名

発 注 者

契 約 金 額

履 行 期 間

業 務 概 要

特記事項（創意工夫

した点などを記載）



（様式第８号）

共同体協定書兼委任状
令和 年 月 日

山県市長 様

共同体名

代表団体 所在地

団体名

代表者氏名 印

上記件名の募集に参加をするため、募集要項に基づき、共同体を結成し、山県市との間における下記

事項に関する権限を代表に委任して申請します。

なお、当該件名の契約者に選定された場合は、各構成団体は契約者としての業務の遂行及び業務の遂

行に伴い当共同体が負担する債務等に関し、連帯して責任を負います。

記

（備考）共同体を結成して申請する場合は、この様式を提出してください。また、共同体の構成団体

が、２者を上回る場合は、この様式に準じて様式を作成してください。

件名 山県市地域子育て支援拠点運営業務委託事業

共同体の名称

共同体の代表団体

（受任者）

所在地

団体名

代表者職・氏名 印

共同体の

事務所所在地

共同体の構成団体

（委任者）

所在地

団体名

代表者職・氏名 印

所在地

団体名

代表者職・氏名 印

共同事業体の成

立、解散時期及び

委任期間

当共同体は、 年 月 日に結成し、契約終了後３箇月を経過する日

以降に解散するものとします。ただし、当共同体が上記件名の契約者に選定さ

れなかった場合は、ただちに解散します。また、当企業体の構成団体の脱退又

は除名については、事前に市の承認がなければこれを行うことができないも

のとします。

委任事項

１ 件名のプロポーザル参加に関する件

２ 件名の事業に係る委託料等の請求及び受領に関する件

３ その他本件に係る契約に関する件

その他

１ 本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡いたしません。

２ 本協定書に定めのない事項については、構成団体全員により協議するこ

ととします。



（様式第９号）

共 同 体 構 成 団 体 名 簿

令和 年 月 日

【共同体の名称： 】
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